
●
増
額

・
消
防
費

防
災
行
政
無
線
デ
ジ
タ
ル
化
改
修
事
業

（
平
成
30
年
度
繰
越
事
業
）
に
よ
る
増

・
普
通
建
設
事
業
費

近
未
来
型
拠
点
交
流
施
設
整
備
事
業
お

よ
び
鳥
屋
城
小
学
校
プ
ー
ル
改
築
事
業

に
よ
る
増

●
減
額

・
公
債
費

繰
上
償
還
額
の
減
お
よ
び
発
行
額
抑
制

の
影
響
に
よ
る
減

・
災
害
復
旧
費

平
成
30
年
度
の
台
風
21
号
の
よ
う
な
大

規
模
災
害
が
発
生
し
な
か
っ
た
こ
と
に

よ
る
減　

一般会計決算額を
町民１人当たりに換算すると…

１人当たりの町税負担額は
11 万 9,134 円（前年比 5.4％増）

1 人当たりの町債残高は
66 万 7,360 円（前年比 7.6％減）

※人口（令和２年３月末現在）2 万 6,252 人

─ 用語解説 ─
一般会計・特別会計／さまざまな事業に対応するため、収支が複雑

化しないように財布を分けています。一般会計は行政運営の基
本的な経費を網羅して計上した会計であり、特別会計以外の全
ての経費は一般会計で処理しています。一方、特別会計とは、
一般会計に対し、特定の歳入歳出を一般の歳入歳出と区別して
処理するための会計です。

実質収支額／形式収支（各会計年度における歳入総額から歳出総額
を単純に差し引いた額）から、翌年度への繰り越すべき財源を
差し引いた額。

町債／特定の歳出に充てるため、町が年度を超えて元利を償還する
借入金のこと。

平成 30年度

令和元年度

義務的経費 投資的経費 その他経費

人件費
28億7,073万円

人件費
28億7,233万円

扶助費
12億

5,536万円

扶助費
12億

2,972万円

公債費
29億3,152万円

公債費
32億6,149万円

普通建設事業費
13億7,245万円
災害復旧費
3億1,473万円

普通建設事業費
9億6,838万円
災害復旧費
4億1,553万円

物件費　　24憶3,593万円
補助費等 13億3,581万円
維持修繕費 1億7,624万円
積立金 6億9,899万円

物件費 23憶5,809万円
補助費等 13億2,874万円
維持修繕費 2億 275万円
積立金 5億 108万円

繰出金
23億9,467万円

繰出金
23億2,121万円

160億140億120億100億80億60億40億20億

令
和
元
年
度
決
算
の
概
要

歳
入

前
年
度
と
比
べ
て
２
億
２
４
０
万
円
の

増
額
と
な
り
ま
し
た
。
項
目
別
で
増
額
・

減
額
と
な
っ
た
主
な
も
の
は
次
の
と
お
り

で
す
。

●
増
額

・
地
方
譲
与
税
な
ど

　

地
方
特
例
交
付
金
な
ど
各
種
交
付
金
の
増

・
町
税

　

固
定
資
産
税
や
町
民
税
等
の
増

●
減
額

・
地
方
交
付
税

　

普
通
交
付
税
の
減
（
合
併
算
定
替
特
例

措
置
の
段
階
的
縮
減
に
よ
る
も
の
）

・
繰
入
金

　

繰
上
償
還
す
る
た
め
の
減
債
基
金
繰
入

金
の
減

　

退
職
手
当
負
担
金
基
金
繰
入
金
や
公
共

用
地
取
得
基
金
繰
入
金
等
の
減

歳
出

前
年
度
と
比
べ
て
３
億
２
７
１
２
万
円

の
増
額
と
な
り
ま
し
た
。項
目
別
で
増
額
・

減
額
と
な
っ
た
主
な
も
の
は
次
の
と
お
り

で
す
。

目
的
税
等
の
使
途
の

明
確
化
に
つ
い
て

・
入
湯
税
に
つ
い
て
は
、
環
境
衛
生
施

設
、
鉱
泉
源
の
保
護
管
理
施
設
お
よ

び
消
防
施
設
そ
の
他
消
防
活
動
に
必

要
な
施
設
の
整
備
並
び
に
観
光
の
振

興
に
要
す
る
費
用
に
充
て
る
目
的
税

で
あ
る
こ
と
か
ら
、
観
光
振
興
基
金

へ
積
み
立
て
て
い
ま
す
。

・
地
方
消
費
税
交
付
金
の
社
会
保
障
財

源
化
分
に
つ
い
て
は
、
老
人
福
祉
費

お
よ
び
障
害
者
福
祉
費
へ
充
当
し
て

い
ま
す
。
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